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地地地方方方教教教育育育費費費ののの調調調査査査   

─ 平成 30 会計年度 ─ 

Ⅰ 教育委員会等における教育費調査 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 
この調査は、学校教育、社会教育及び教育行政における地方公共団体から支出された経費並びに

収入の実態を明らかにして、国・地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基礎資料を得る

ことを目的としています。 

（２）調査の対象と規模 
この調査の対象は、県、県教育委員会、市町（一部事務組合を含む。以下同じ。）教育委員会及び

公立諸学校です。本会計年度に調査対象となった教育委員会及び公立諸学校（分校も１校とする。）

の数は次のとおりです。 

教育委員会数  公立諸学校数 

県 教 育 委 員 会 １  幼 稚 園 60 

市 教 育 委 員 会 １１  小 学 校 283 

町 教 育 委 員 会 ９  中 学 校 129 

組 合 教 育 委 員 会 １  特 別 支 援 学 校 9 

計 １ １ ２２  高 等 学 校 全 日 制 課 程 52 

  高 等 学 校 定 時 制 課 程 10 

  
高 等 学 校 通 信 制 課 程 1 

中 等 教 育 学 校 3 

   専 修 学 校 1 

   幼保連携型認定こども園 8 

   計 556 

（３）調査の内容 
この調査では、地方教育費を学校教育、社会教育及び教育行政の三つの教育分野に大別し、さら

に学校教育費を幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等学校全日制課程、高等学校定時制課

程、高等学校通信制課程、中等教育学校、専修学校及び認定こども園の１０分野に、社会教育費を

公民館、図書館、博物館、体育施設、文化会館等の１０分野に分けて、それぞれの分野において支

出された経費を負担区分別（財源の種類）と使途別（支出項目別）との両面から調査しました。 

（４）調査する教育費の範囲 
この調査では、平成 30 会計年度において、国、県、市町が教育のために支出した経費並びに教育

施設に伴う収入を範囲としました。 

２ 調査の結果 

（１）教育費総額 
平成 30 会計年度における本県の教育費総額（公費及び寄付金をいう。）は約 1,884 億 7 千 6 百万

円であり、前年度に比べ約 48 億円の減（-2.5％）となっています。これを年度別に見ると、第１表

のとおりです。 

第１表 教育費総額の推移 

          項目 
 
会計年度 

愛    媛    県 全   国 

実 額 対前年度
増加率 

学校教育費 社会教育費 教育行政費 実 額 対前年度
増加率 

平成 26 会計年度 193,275,377  0.9 161,164,324 20,974,722 11,136,331 16,094,602,623  2.7 
平成 27 会計年度 196,437,397  1.6 164,115,659 20,915,115 11,406,623 16,196,811,118 0.7 
平成 28 会計年度 190,462,233  △3.0 158,292,327 21,385,742 10,784,164 16,030,096,285 △ 1.0 
平成 29 会計年度 193,350,335 1.5 160,107,225 22,090,030 11,153,080 16,108,116,181 0.5 
平成 30 会計年度 188,476,972 △2.5 155,683,780 21,391,800 11,401,392 15,969,518,373 △ 0.9 
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ア．教育分野別教育費総額 

教育費総額を学校教育  第２表 教育費総額の教育分野別実額 

費、社会教育費及び教育

行政費に区分し、学校教

育費については、さらに

各学校種類別に細分し

てそれぞれの支出額等

を見ると第２表のとお

りです。また、教育費総

額の教育分野別の割合

を図示すると図１のと

おりです。  

これによると、平成 30

会計年度の教育費総額

の 82.7％は学校教育費

が占め、社会教育費は

11.3％、教育行政費は

6.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．財源別教育費総額 

平成 30 会計年度にお 第３表 教育費総額の財源別実額 

ける教育費総額の財源

内訳は第３表に示すと

おりです。なお、ここで

いう地方債・寄付金以外

の公費には、文部科学省

以外の省庁が所管する

補助金、県教育委員会以

外の各部局が所管する

県支出金、市町村教育委

員会以外が所管する市

町村支出金から教育の

ために支出された経費

も含まれています。 

教 育 分 野 実 額 構成比 対前年度 
増加率 

教 育 費 総 額 千円 
188,476,972 

％ 
100.0  

％ 
△ 2.5 

   Ａ 学 校 教 育 費 155,683,780 82.7 △2.8 

    幼 稚 園 2,040,937 1.1 △13.9 

    小 学 校 67,835,672 36.0 3.4 

    中 学 校 42,215,961 22.4 △0.3 

    特 別 支 援 学 校 10,031,857 5.3 8.0 

    高
等
学
校 

全 日 制 課 程 29,382,144 15.6 △19.3 

    定 時 制 課 程 878,101 0.5 △3.0 

    

通 信 制 課 程 177,366 0.1 △2.6 

中 等 教 育 学 校 2,230,797 1.2 △0.2 

  

  

専 修 学 校 192,887 0.1 2.5 

 幼保連携型認定こども園 698,058 0.4 13.7 

  Ｂ  社 会 教 育 費 21,391,800 11.3 △3.2 

  Ｃ  教 育 行 政 費 11,401,392 6.0  2.2 

区       分 総 額 構成比 
対前年度 
増加率 

教 育 費 総 額 千円 
188,476,972 

％ 
100.0 

％ 
△2.5 

  Ⅰ 地方債・寄付金以外の公費 177,540,955 94.2 △1.6 

    
  
  

国 庫 補 助 金 22,453,395 11.9 5.5 

  県 支 出 金 102,108,655 54.2  △2.3 

  市 町 支 出 金 52,978,905 28.1 △2.9 

  Ⅱ 地  方  債 10,901,564 5.8  △15.5 

  Ⅲ 寄  付  金 34,453 0.0 △46.3 

   
  
公費に組み入れられた寄付金 12,385 0.0 △70.7 

  公費に組み入れられない寄付金 22,068 0.0 0.6 

教育費総額 

188,476,972千円 
(193,350,335 千円) 

図１ 教育費総額の分野別構成比 

注（ ）は平成 29 会計年度 
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第３表によると、平成

30 会計年度の教育費総額

は、国庫補助金 11.9％、

県支出金 54.2％、市町村

支出金 28.1％で全体の

94.2％を占めています。こ

れを図示すると図２のと

おりです。 

また、教育費総額を教育

分野別、財源別の両面より

見た構成比は、第４表のと

おりです。 

 

 

 

 
第４表 教育総額の教育分野別にみた財源別構成比 

       教育分野 

 

財   源 

計 

 学校教育費 

社会 

教育 

教育 

行政 全学校 幼稚園 小学校 中学校 
特別支

援学校 

高等学校 中等教 

育学校 

専修 

学校 

認定こ

ども園 全日制 定時制 通信制 

教 育 費 総 額 
  ％ 

100.0 
 ％ 

100.0 
  ％ 

100.0 
 ％ 

100.0 
  ％ 

100.0 
 ％ 

100.0 
  ％ 

100.0 
 ％ 

100.0 
 ％ 

100.0 
 ％ 

100.0 
％ 

100.0  
 ％ 

100.0  
  ％ 

100.0 
 ％ 

100.0 

  Ⅰ 地方債・寄付金以外の公費 94.2 95.6 96.8 94.4 93.3 98.3 99.9 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 81.5 99.4 

    国 庫 補 助 金 11.9 13.5 2.2 17.8 17.5 13.5 0.7 0.1 0.8 7.4 10.2  0.4 5.6 0.4 

    県 支 出 金 54.2 62.9 0.1 52.6 49.1 84.8 99.2 99.9 99.2 92.6 89.8  0.3 2.2 37.5 

    市 町 支 出 金 28.1 19.2 94.5 24.0 26.7 － － － － － － 99.4 73.7 61.6 

  Ⅱ 地  方  債 5.8 4.4 3.2 5.6 6.8  1.7 0.1 － －  － － － 18.4 0.6 

  Ⅲ 寄  付  金 0.0 0.0 －  0.0 0.0 － － － － － － － 0.1 0.0 

  公費に組み入れられた寄付金 0.0 0.0 －  0.0 － － － － － － － － 0.0 0.0 

  公費に組み入れられない寄付金 0.0            0.1  

 

ウ．支出項目別教育費総額 
教育費総額を支出項目別に見ると、第５表のとおりです。これによると、教育費総額の 83％は

消費的支出（教員給与等、毎年、経常的に支出される経費）で占められており、資本的支出（土

地費、建築費、設備・備品及び図書購入費）は約 11.2％となっています。 

また、教育費総額の教育分野別、支出項目別の両面から構成比を見ると第６表のとおりです。 

第５表 教育費総額の大支出項目別実額と構成比  

区 分 
実       額 構 成 比 

30 年度 29 年度 
対前年度 

増加率 
30 年度 29 年度 

教 育 費 総 額 
千円 千円 ％ ％ ％ 

188,476,972 193,350,335 -2.5 100.0  100.0  

 消 費 的 支 出 156,505,361 158,946,224 -1.5 83.0 82.2 

 資 本 的 支 出 21,059,981 25,515,574 -17.5 11.2 13.2 

 債 務 償 還 費 10,911,630 8,888,537 22.8 5.8 4.6 

 

教育費総額 
 

188,476,972千円 
(193,350,335 千円) 

図 2 教育費総額の財源別構成比 

注（ ）は平成 29 会計年度 
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第６表 教育費総額の教育分野別にみた支出項目別構成比 

            教育分野 

  

区   分 

計 

学 校 教 育 費 
社会 

教育 

教育 

行政 全学校 幼稚園 小学校 中学校 
特別支

援学校 

高等学校 中等教

育学校 

専修 

学校 

認定こ

ども園 全日制 定時制 通信制 

教 育 費 総 額 ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

   ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  ％ 
100.0 

  Ａ 消 費 的 支 出 83.0 85.3 86.0 84.3 78.4 92.3 93.1 99.5 100.0 98.3 96.9 99.4 58.1 98.6 

  

 

１ 人 件 費  74.0 75.5 73.7 68.2 86.3 76.6 96.3 94.2 87.8 78.5 91.0   

  
 
ａ 本務教員の給与  47.0 46.6 46.6 43.8 50.9 49.3 73.6 67.5 57.9 49.1 63.0   

 ｂ ａ以外の人件費  27.0 28.9 27.1 24.4 35.4 27.3 22.7 26.7 29.9 29.4 28.0   

 ２  教育活動費  2.1 1.3 2.1 2.3 0.7 2.3 1.2 1.9 1.3 9.9 1.7   

 ３ 管 理 費  4.0 6.4 4.4 3.8 2.8 3.7 0.5 0.2 2.3 8.3 3.2   

 ４  補助活動費  4.9 2.2 3.8 3.8 2.4 10.1 1.4 3.6 6.7 - 3.4   

  ５  所定支払金  0.3 0.6 0.3 0.3 0.1 0.4 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1   

  Ｂ 資 本 的 支 出 11.2 8.7 10.4 10.6 12.0 6.2 1.2 0.5 0.0 0.1 3.1 0.5 34.9 1.2 

 

 

１ 土 地 費  0.0 0.0 0.0 0.1 -   - - - - - -   

 ２ 建 築 費  5.6 9.8 5.1 10.9 0.6 1.0 0.3 - - - 0.2   

 ３  設備・備品費  3.0 0.6 5.4 0.9 5.6 0.2 0.20 - 0.1 3.1 0.3   

  ４  図書購入費  0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 - -   

  Ｃ 債 務 償 還 費 5.8 6.0 3.6 5.1 9.6 1.5 5.7 - - 1.6 - 0.1 7.0 0.2 

 

（２）在学者(県民)１人当たりの教育費 

平成 30 会計年度の学校  第７表 教育分野別の在学者(県民)１人当たり経費 

種類別の在学者１人当た

り学校教育費と県民１人 

当たり社会教育費、教育

行政費は第７表のとおり

です。 

これによると、在学者

１人当たり教育費が最も

高いのは、特別支援学校

の 656万 5351 円（小学校

児童１人当たり教育費の

約 6.7 倍）、次いで高等学

校定時制課程の 247 万

3,524 円（小学校児童１人

当たり教育費の約2.5倍）

となっています。 

 

 

（３）寄付金 
平成 30 会計年度の寄付金総額の教育費に占める比率及び在学者（県民）１人当たり寄付金額を教

育分野別に示すと第８表のとおりです。 

これによると、寄付金総額は 3,445 万 3 千円で、教育費に占める比率は 0.01％です。また、学校

種類別の在学者１人当たり寄付金額は、小学校が 3円で、中学校は 32 円、ほかは 0円となっていま

す。 

また、寄付金総額の支出項目別の実額及びその構成比は第９表のとおりです。 

 

教 育 分 野 実  額 
指数 

（小=100） 
対前年度 
増加率 

Ａ  学 校 教 育 費 
円   ％ 

1,161,958 118 △1.4 

  

幼 稚 園 936,639 95 △6.9 
小 学 校 984,467 100 3.5 
中 学 校 1,297,236 132 2.7 
特 別 支 援 学 校 6,565,351 667 4.2 
高
等
学
校 

全 日 制 課 程 1,189,512 121 △17.4 
定 時 制 課 程 2,473,524 251 △0.2 
通 信 制 課 程 414,407 42 14.5 

中 等 教 育 学 校 848,534 86 3.7 
専 修 学 校 2,096,598 213 22.5 
幼保連携型認定こども園 1,120,478 114 2.4 

Ｂ  社 会 教 育 費 15,935 2 △2.3 
Ｃ  教 育 行 政 費 8,493 1 3.2 

注  指数は、小学校の児童１人当たり教育費を 100 として求めた数値である。 
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第８表 教育分野別寄付金総額・教育費総額に対する比率・在学者(県民)１人当たり寄付金額 

       寄付金 

 
 
 教育分野 

寄
付
金
総
額 

在学者

（県民） 
1 人 
当たり 

各教育
分野の
教育費
総額に
占める 
割 合 

寄付金 
総額の 
対 

前年度 
増加率 

寄 付 金 総 額 
千円 円 ％ ％ 

34,453 － 0.0 △46.3 

  

 Ａ 学校教育費 1,250  9  0.0  1,150.0 

  

幼 稚 園 0  0  0.0  －  

小 学 校 200 3 0.0  100.0 

中 学 校 1,050 32 0.0   

特 別 支 援 学 校 0  0  0.0  -  

高
等
学
校 

 全日制課程 0  0  0.0  -  

 定時制課程 0  0  0.0  -  

 通信制課程 0 0 0.0 -  

中等教育学校 0  0  0.0  -  

専 修 学 校 0  0  0.0  -  

 Ｂ 社会教育費 30,053 22  0.1  △52.4 

 Ｃ 教育行政費 3,150 2 0.0  219.5 

第９表 支出項目別にみた寄付金総額と構成比 

区   分 
幼 稚 園 小 学 校 中 学 校 高校（全日制） 

  構成比   構成比   構成比   構成比 

寄 付 金 総 額 
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 
0 -  200 100.0  1,050 100.0  0 -  

  Ａ  消 費 的 支 出 0 -  200 100.0  50 4.8  0 -  
  

  
  

１ 人 件 費 0   - 0 -  0 -    0     - 
  ２  教育活動費 0 -  200 100.0  50 4.8  0 -  
  ３ 管 理 費 0 -  0 -  0 -  0 -  
  ４  補助活動費 0 -  0 -  0 -  0 -  
  ５  所定支払金 0 -  0 -  0 -  0 -  
  Ｂ  資 本 的 支 出 0 -  0 -  1,000 95.2 0 -  

（４）教育施設に伴う収入 
平成 30 会計年度における授業料、施設使用料等の収入は、総額約 65 億円であり、各教育施設別の

収入総額と教育費（公費）総額との関係を示すと第 10 表のとおりです。これによると、専修学校が
11.0％、教育行政機関が 18.9％と高い比率となっています。 

第 10 表 教育施設別の収入総額と教育費(公費)総額 

教 育 施 設 
収 入 総 額 教育費（公費）の 

支出総額 (ｂ) 
比 率 

(ａ)／(ｂ) 実 額 (ａ) 構成比 

全 教 育 施 設 
千円 ％ 千円 ％ 

6,501,053 98.8 188,476,972 3.4 

  

Ａ 全 学 校 3,624,061 54.6 155,683,780 2.3 

  

幼 稚 園 127,504 2.0 2,040,937 6.2 
小 学 校 61,400 0.9 67,835,672 0.1 
中 学 校 33,456 0.5 42,215,961 0.1 
特 別 支 援 学 校 1,786 0.0 10,031,857 0.0 
高
等
学
校 

全 日 制 課 程 3,123,446 48.0 29,382,144 10.6 
定 時 制 課 程 12,561 0.2 878,101 1.4 
通 信 制 課 程 3,496 0.1 177,366 2.0 

中 等 教 育 学 校 169,140 2.6 2,230,797 7.6 

専 修 学 校 21,207 0.3 192,887 11.0 

幼保連携型認定こども園 70,065 1.1 698,058 10.0 

Ｂ  社 会 教 育 施 設 717,096 11.0 21,391,800 3.4 
Ｃ  教 育 行 政 機 関 2,159,896 33.2 11,401,392 18.9 

注１ 教育施設に伴う収入総額は、一般会計と特別会計の合計額である。 
注２ 教育費(公費)の支出総額は、国庫補助金、県支出金、市町村支出金、地方債及び公費に組み入れた寄付金の

合計額である。  
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３ グラフで見る教育費の推移 

教育費総額の推移（愛媛県と全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

義務教育(小・中学校)の学校教育費の推移 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

高等学校(全日制)の学校教育費の推移 

 

愛媛県 

全国平均 

全国平均 

愛媛県 

全国平均 

愛媛県 
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Ⅱ 知事部局における生涯学習関連費調査 

１ 調査の概要 
社会教育・生涯学習に関する経費の全体像を把握するため、Ⅰの調査に加えて実施した知事部局所管

の社会教育類似調査です。県が条例で設置し、知事部局が所管する次の施設を生涯学習関連施設とし、

体育施設、青少年教育施設、女性教育施設、文化会館、その他の生涯学習関連施設、文化財保護施設の

６分野に分けて、それぞれの施設において支出された経費（生涯学習関連費）を負担区分別（財源の種

類）と使途別（支出項目別）との両面から調査しました。 

分  野 施   設   名 

体 育 施 設 総合運動公園、南レク公園（1,3,4,5 号）、えひめ森林公園（キャンプ場）、武道館 

青少年教育施設 えひめこどもの城 

女 性 教 育 施 設 愛媛県男女共同参画センター 

文 化 会 館 ひめぎんホール(県民文化会館) 

そ の 他 の 生 涯 
学 習 関 連 施 設 

愛媛県消費生活センター、愛媛県体験型環境学習センター、総合運動公園（とべ動
物園）、道後公園、愛媛県農林水産研究所農業研究部花き研究指導室、生活文化セ
ンター、萬翠荘 

２ 調査の結果 
知事部局所管で対象施設とした 14 施設の生涯学習関連費の総額は約 44 億 5千万円で、支出項目別に見

ると第 11 表のとおりであり、消費的支出が 69.9％、資本的支出が 18.3％を占めています。 

この生涯学習関連費を県教育委員会所管の社会教育費に合算した場合、社会教育費の合計額は約 49 億

円となります。県教育委員会所管の社会教育費と比較すると第 12 表のとおりです。合算した社会教育費

に占める知事部局の生涯学習関連費の比率は 90.7％となり、知事部局の生涯学習関連費は社会教育費の

おおよそ半分を占めています。 

第 11 表 知事部局の支出項目別生涯学習関連費 

区 分 
支 出 総 額 支 出 項 目 別 内 訳 

 構成比 消費的支出 比率 資本的支出 比率 債務償還費 比率 

生 涯 学 習 関 連 費 
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

4,458,615 100.0 3,115,136 69.9 816,618 18.3 526,861 11.8 
  
  
  
  
  
  

体 育 施 設 費 1,221,356 27.4 1,199,957 38.5 21,399 2.6 0 - 

青少年教育施設費 764,850 17.2 237,989 7.6 0 - 526,861 100.0 

女性教育施設費 63,625 1.4 63,342 2.1 283 0.1 0 - 

文 化 会 館 費 1,100,021  24.7 356,895 11.5 743,126 91 0 - 

その他の生涯学習関連施設費 1,308,763 29.4 1,256,953 40.3 51,810 6.3 0 - 
 

第 12 表 県教育委員会所管の社会教育費と知事部局の生涯学習関連費 

区 分 合 計 額 
県教育委員会所管の社会教育費 知事部局の生涯学習関連費 

支出額 比率 支出額 比率 

社 会 教 育 費 
（生涯学習関連費含む） 

千円 千円 ％ 千円 ％ 

4,917,941 459,326 9.3 4,458,615 90.7 

  
  
  
  
  
 

公 民 館 費 0 0 -   

図 書 館 費 186,807 186,807 100.0   

博 物 館 費 0 0 -   

体 育 施 設 費 1,221,356 0 - 1,221,356 100.0 

青少年教育施設費 766,403 1,553 0.2 764,850 99.8 

女 性 教 育 施 設 費 63,625 0 - 63,625 100.0 

文 化 会 館 費 1,247,452 147,431 11.8 1,100,021 88.2 

そ の 他 1,308,763 0 - 1,308,763 100.0 
教 育 委 員 会 が 行 っ た 
社 会 教 育 活 動 費 58,795 58,795 100.0   

文 化 財 保 護 費 64,740 64,740 100.0   
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地地地方方方教教教育育育行行行政政政ののの調調調査査査   

─ 令和元年 5月 1日現在 ─ 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 
この調査は、地方教育行政機関の組織及び活動の状況を明らかにし、国及び地方公共団体におけ

る教育諸施策に役立つ基礎資料を整備することを目的としています。 

（２）調査の対象 
この調査対象は、県教育委員会及び市町（一部事務組合を含む。）教育委員会です。 

なお、この報告書では、県教育委員会を除いています。 

（３）調査の内容 
この調査の調査事項は、次の４項目です。 

① 教育委員会の類型（種類、組織、人口） 
② 教育委員（年齢、在職期間、職業、報酬等） 
③ 教育長（年齢、在職期間、給与等） 
④ 事務局の本務職員数（職種別職員数） 

２ 調査の結果概要 

（１）市町教育委員会の類型 

     組織別 
種類別 

教育委員の数 
計 備考 

6 人制 ５人制 ３人制 
市 1  10  － 11   
町 -  9  － 9   

一部教育事務組合 -  1  － 1   
合計 1  20  － 21   

（２）市町教育委員（教育長を除く。）の状況 

（ア） 男女別年齢構成等 

性別 人数 平均年齢 
平均在職期間 教職 

経験者 年 月 

男 50 62.4  4 3 10 

女 35 54.8  4 0 10 

計 85 59.3  4 2 20 

 

（イ） 職業別構成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          男女別 
 職業別 

男 女 計 
        男女別 
職業別 

男 女 計 

管理的職業従事者  16  2 18  生産工程従事者 0 0 0 

専門的・技術的職業従事者  4  5  9 輸送・機械運転従事者 0 0 0 

事務従事者 1  6  7 建設・採掘従事者 0 0 0 

販売従事者  0  2  2 運搬・清掃・包装等従事者 0 0 0 

サービス職業従事者  2  2  4  無職 14 17 31 

保安職業従事者  1  0  1     

農林漁業従事者  12  1 13     

合  計 50 35 85 
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（ウ）委員報酬（平均） 

区分 月額制  (円) 年額制  (円) 

委 員 67,317 256,744  

（３）市町教育長の状況 

（ア） 年齢構成（一部事務組合を除く ２０人） 

性別 人数 平均年齢 
平均在職期間 教職 

経験者 
教育行政 
経験者 

一般行政 
経験者 年 月 

男 20 64.4  1 11 14 14 4 

女 － － － － － － － 

計 20 64.4  1 11 14 14 4 

 

（イ） 直前歴（一部事務組合を除く ２０人） 

性別 教育長 教職員 
教育委員会 

関係職員 
地方公務員 国家公務員 その他 

男 3 7 4 3 1 2 

女 － － － － － － 

計 3 7 4 3 1 2 

（ウ） 給与等（一部事務組合を除く ２０人） 

平均給与額 

581,326 円 

（４）事務局職員の状況 

（ア） 職種別の本務職員数（一部事務組合を除く ２０委員会） 

職種別 
人  数         

     （人） 
構成比 

     （％） 
平均人数 

   (人) 

指導主事 11  1.7  0.5  

充て指導主事 60  9.1  3.0  

社会教育主事 10  1.5  0.5  

派遣社会教育主事 0  0.0  0.0  

社会教育主事補 0  0.0  0.0  

事務職員 548  83.5  27.4  

技術職員 26  4.0  1.3  

労務職員 1  0.2  0.1  

合計 656  100.0  32.8  

（イ） 指導主事等の配置状況（一部事務組合を除く ２０委員会） 

職種別 
配置 

教育委員会数 
配置率 

     （％） 
平均人数 

   (人) 

指導主事 14 70.0 5.1 

社会教育主事 7 35.5 1.4 

事務職員 20 100.0 27.4 

技術職員 3 15.0 8.7 

労務職員 1 5.0 1.0 

注）平均人数は、配置している教委当たりの数 


